
労働者派遣制度改悪をやめブラック企業根絶を求める意見書 
 
 安倍政権は「企業が世界で一番活動しやすい国づくり」を重視する中で、労

働者派遣制度の見直し作業を異常なスピードで進め、秋口から、厚労省の労働

政策審議会で議論し、年内にも結論を出して法案化を強行しようとしている。 
 見直しは、労働派遣法がもっている「常用代替防止」の原則の廃止、「自由化

業務」は期間上限を現行の１年から３年に延長するなど、いずれも規制を緩和

する内容で「日雇い派遣」の原則禁止なども取り払われる可能性が出ている。 
総務省が発表した２０１２年就業構造基本調査によると、パートやアルバイ

トなどの「非正規の職員・従業員」の総数は２，０４３万人となり、初めて 
２，０００万人を突破した。法改正することになれば、企業では正社員を減ら

し、労働コストの引き下げと景気の調整弁として使い捨てできる派遣の導入が

急速に進み、日本の雇用の不安がさらに深刻化しかねない。 
また、厚労省は８月８日、若者を使い捨てにする「ブラック企業」について 

離職率が高い企業約１００社をはじめ、過重労働や法違反の疑いがある 
約４，０００社を対象に、９月に集中的な監督指導を実施し、過労死を引き起

こした企業に再発防止の取り組みを徹底させることや、重大・悪質な違反が確

認された企業については送検し、企業名を公表することを打ち出したところで

あるが、ブラック企業根絶のためには、さらなる取組みが必要である。 
よって、国及び政府に対し、派遣労働を野放図に拡大するなどの労働規制の

規制緩和をやめ、ブラック企業根絶をめざし、労働者保護を柱とする派遣法の

抜本改正で「正社員が当たり前」の社会を目指すよう強く要望する。 
以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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